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令和８年１月３０日 
 

支出負担行為担当官 
神奈川労働局総務部長 佐藤 健吾 

 
 
下記について、一般競争入札（最低価格落札方式）により発注します。 
 

記 
 
１．競争入札に付する事項 

（１）件  名  令和８年度 横浜港北地方合同庁舎外５施設における警備業務委託 
（２）仕  様    別途交付する入札説明書、仕様書による 
（３）提供場所  別途交付する入札説明書、仕様書による 
（４）契約期間  令和８年４月１日～令和９年３月３１日 

 
２．競争参加資格 

（１）令和０７・０８・０９年度厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）の「役務の提供等」にお

いて、「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有するも

のであること。 
（２）入札説明書及び仕様書の交付を受けている者であること。 
（３）入札参加証明書を指定した場所及び提出期限までに提出していること。 
（４）社会保険等、次の各号に掲げる制度が適用される者にあっては、該当する制度に加入し、この 

入札の入札書提出期限の直近２年間の保険料について滞納がないこと。 
① 厚生年金保険 ② 健康保険（全国健康保険協会管掌） ③ 船員保険 
④ 国民年金 ⑤ 労働者災害補償保険 ⑥ 雇用保険 

（５）厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 
（６）予算決算及び会計令第７０条及び７１条及び７２条に規定される次の事項に該当する者は、競争

に参加する資格を有さない。 
ア． 当該契約を締結する能力を有しない者（未成年者、被保佐人又は被補助人であっても契約締

結のために必要な同意を得ている者を除く）及び破産者で復権を得ない者及び暴力団員による

不当な行為の防止等に関する法律第３２条第１項各号に掲げる者。 
イ． 以下の各号のいずれかに該当し、かつその事実があった後３年を経過していない者（これを

代理人、支配人その他の使用人として使用する者についてもまた同じ。）。 
（ア） 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正の利益を得るために

談合した者。 
（イ） 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者。 
（ウ） 監督又は検査の実施において、職員の職務の執行を妨げた者。 
（エ） 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者。 
（オ） 前各号のいずれかに該当する事実があった後３年を経過しない者を契約の履行に当たり、 

代理人、支配人その他の使用人として使用した者。 
ウ． 次の事項に該当する者は、競争に参加させないことがある。 
（ア） 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載した者。 
（イ） 経営の状況又は信用度が極度に悪化している者。 

（７）予算決算及び会計令第７３条に基づき、支出負担行為担当官が定める資格を有する者であるこ 
と。 

（８）労働基準法、最低賃金法等の労働関係法令を遵守していること。 
（９）この入札の入札書提出期限の直近 1 年間において、厚生労働省が所管する法令に違反したこと 
   により送検され、行政処分を受け、又は行政指導（行政機関から公表されたものに限る。）を受 
   けた者にあたっては、本件業務の公正な実施又は本件業務に対する国民の信頼の確保に支障を及 

ぼすおそれがないこと。 



３．入札方法 
   電子入札方法により行う。なお、電子調達システムによりがたい者は、別に指定する様式により   

発注者に申し出た場合に限り、紙入札方式に変えることができる。 
 
 
４．入札書等の提出場所等 
 （１）契約条項を示す場所、入札説明書等の交付場所及び問い合わせ先 
     横浜市中区北仲通５－５７ 横浜第二合同庁舎８階 
     神奈川労働局 総務部 総務課 会計第二係 担当：小形 

電話：０４５―２１１―７３５０（内線 ６００４） 
電子メール： ogata-shion.1v1＠ｍｈｌｗ.go.jp 

    ＊この公告の日から令和８年２月２４日（火）１７：００まで（上記のメールアドレスに申し込ん

だ者に電子メールで交付） 
 （２）入札参加証明書等提出期限：令和８年２月２７日（金）  １７時００分まで 
 （３）入 札 書 提 出 期 限：令和８年３月３日（火）  ９時３０分まで 
 （４）開 札 日 時 及 び 場 所：令和８年３月３日（火）  ９時４０分 

横浜市中区北仲通５－５７ 横浜第２合同庁舎８階 
神奈川労働局 第一相談室 

 
５．落札者の決定方法 
     入札説明書の規定に従い入札書を提出した入札者のうち、競争参加資格及び仕様書の要求要件を

すべて満たした者であって、当該入札書の入札価格が予算決算及び会計令第７９条の規定に基づい

て作成された予定価格の制限の範囲内であり、かつ、最低価格をもって有効な入札を行った者を落

札者とする。 
 
６．その他 
 （１）真正性の確保 

担当者等から提出される契約関係書類については、事業者としての決定であること。又、押印が

省略された契約関係書類に虚偽記載等の不正が発覚した場合は、契約解除や違約金を徴取する場合

があり得ること。 
（２）入札保証金に関する事項 

     予算決算及び会計令第７７条第１項第二号の規定に基づき、入札保証金の納付を免除する。 
（３）誓約書及び申告書の提出 

     この入札に参加を希望する者は、支出負担行為担当官が別に指定する暴力団等に該当しない旨の 

誓約書及び競争参加資格にかかる自己申告書を提出すること。 
 （４）入札の無効 
     入札参加資格を有しない者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。ま

た、入札に参加した者が（３）の誓約書・申告書を提出せず、又は虚偽の誓約及び申告をし、若し

くは誓約書及び申告書に反することとなったときは当該者の入札を無効とする。 
 （５）契約書の作成 

この契約に関しては、会計法第２９条の８、予算決算及び会計令第１００条の２の規定に基づ

き、契約書の作成を要する。なお、本入札案件については電子契約を原則とする。 

（６）契約保証金に関する事項 
予算決算及び会計令第１００条の３第３号の規定により納付を免除する。 

（７）その他詳細は入札説明書及び仕様書による。 
 


